
令和５・６・７年度学力向上推進拠点校指定事業 

八女市立福島中学校研究発表会 

 

１ 研究主題 

問題を協働的に解決する生徒の育成 

～対話活動を位置付けた教科等共通の学習過程を通して～ 

 

２ 主題設定の理由 

（１）生徒の実態から 

ア 全国学力・学習状況調査の結果から 

 

これまで本校では、教科の特質に応じた「書く活動」の活用に焦点を当てて研修を重ね、

日々の授業に取り組んできた。その結果、令和 4 年度の全国学力・学習状況調査（生徒質問

紙調査）では、「書く問題は全く解答しなかった」と答えた生徒の割合が県平均を下回った。

実際の記述式問題においても、生徒は根拠に基づいた自分なりの考えを表出できるようにな

っていた。 

一方で、国語科では「目的や意図に応じて考えを明確にして書くこと」、数学科では「解決

の方法を数学的に説明すること」に課題が残ることも明らかになった。 

研究初年度にあたる令和 5 年度の全国学力・学習状況調査では、国語科・数学科ともに D 

層の割合は県平均を下回ったものの、C 層の割 

合は県平均を上回っていた【資料１】。また、記 

述式の正答率も県平均を下回っている。 

さらに、質問紙調査では、生徒の学習意欲や 

自己評価に関わる項目で、県平均より低い結果 

が出ていた【資料２】。 

これらの実態から、生徒一人ひとりの課題解  

決に向かう力や、対話を中心とした探究的態度  

を育成することが重要であると考え、基礎・基  

本の定着を図るとともに、日々の授業において、 

以下の 4 点を実践していく必要があると結論   

づけた。 

 

① 切実な学びを促す単元構成 

② 探究する価値がある課題設定 

③ 個の考えを広げ、深める対話活動 

④ 学習の高まりを実感するための 

書く活動の工夫 

 

【資料１】R5全国学力・学習状況調査  

四分位層の県との差と標準化得点 

 

  【資料２】R5全国学力・学習状況調査 質問紙 

 



（２）教職員の実態から 

 

本校はこれまでの主題研究で、「考えをつなぐ授業」を目指し、次の３点を目標に取り組ん

できた。 

 

① 「解決したい」「分かりたい」という意欲を喚起する学習課題を設定し、生徒と教材をし

っかりつなぐ授業 

② 主体的・対話的で深い学びが生まれるよう、生徒同士の考えがつながる「聴き合いの場

づくり」に努める授業 

③ 単元で学んだ内容や知識・技能を、次の学習につなぐ授業 

 

しかし実際には、教師が一方的に話しすぎてしまい、生徒の思考に沿った授業づくりがで

きていなかったり、授業のめあてとまとめが結びつかなかったりする実態が見られた。研究

授業後の整理会でも、より主体的な授業へと改善するためには、生徒と生徒の考えをつなぐ

対話活動が不可欠であるという声が多く聞かれた。 

 

令和 5 年 6 月に実施した教師による

授業評価アンケートでは、特に次の項

目で低い評価となった【資料３】。 

 

項目③「粘り強く取り組み、自己調整

しながら自力解決する工夫」 

項目⑥「自己の学びの変容を自覚   

させる工夫」 

項目⑧「コンピュータや情報通信 

ネットワークを活用した学習」 

項目⑪「指導と評価の一体化のための

学習評価の工夫及び課題が見

られる児童生徒への支援の見

通し」 

 

以上のことから、教科の枠を超えて授業づくりの考え方を共有し、全校的に授業改善を推

進する必要があると考えた。 

 

 

 

 

  

  【資料３】授業評価アンケート 

 



３ 研究の構想 

（１）主題の意味 

 

本研究における「問題」とは「解決すべき事柄」を指し、「協働的」とは「同じ目的のため

に、他者と協力しながら解決を目指すこと」を意味する。 

「問題を協働的に解決する」とは、直面する問題に対し自らの考えをもち、他者との対話

を通して、より良い解決方法を模索しようとする生徒の姿を指す。また、本研究で育成を目

指す資質・能力を「中学校学習指導要領解説総則編」に示されている学習の基盤となる資質・

能力の視点で捉え、具体的に次の 3 つの姿を教科等共通の目標とする。 

 

・問題を解決するために必要なことを課題として設定できる。（問題発見・解決能力） 

 

・設定した課題について、思いや考えを他者とやりとりすることができる。（言語能力） 

 

・他者とのやり取りをもとに自分の考えを再構成することができる。（言語能力） 

 

（２）副主題の意味 

 

本研究における「対話活動」とは、課題やめあてに対する初発の考えを基に、生徒がそ

の考えを広げたり深めたりすることを目的として、授業の展開段階に設定する意見交流の

ことである。授業のねらいや教科の特性に応じて、ペアや 4 人程度の小集団など、形態を

工夫して実施するものである。 

「対話活動を位置付けた教科等共通の学習過  

程」とは、一単位時間または、一単元の中に次 

の①から③の活動を段階的に位置付けた学習過 

程である【資料４】。 

 

① 表出Ⅰ: 解決すべき課題に対する自分の考え 

（初発の考え）を表出する活動。 

 

② 対話活動: 表出された自分の考えをもとに他  

者と交流し、考えを広げたり深めたりする活 

動。ここでは、教師は対話の目的・内容・方法 

を明確にし、生徒と共有できるよう支援を行う。 

 

③ 表出Ⅱ（考えの再構成）: 対話活動を通して   

得られた情報や気づきをもとに、自分の考えを  

再構成して表出する活動。 

  【資料４】教科等共通の学習過程 

 



授業を通して「問題を協働的に解決するために必要な資質・能力」を育成するには、  

生徒がこれらの資質・能力を発揮できる授業づくりが必要である。また、ある教科で発揮さ 

れた資質・能力が他の教科でも活用されることで、より効果的な育成が期待できる。そこで、 

本研究では各教科等共通の学習過程を設定し、どの授業においても繰り返し「協働的に問題 

を解決しようとするために必要な資質・能力」を発揮できるようにすることで、主題の実現 

を目指した。 

 

（３）研究の目的 

 

問題を協働的に解決する生徒を育てるために、対話活動を位置付けた教科等共通の学習過

程の有効性と、それを推進する組織づくりの在り方について究明する。 

 

（４）研究の仮説 

 

各教科等の学習指導において、授業の展開段階に表出Ⅰ、対話活動、表出Ⅱを位置付けた

教科等共通の学習過程を設定すれば、生徒は問題解決に向けた課題を設定し、他者とのやり

取りをもとに自分の考えを再構築することができるようになるので、問題を協働的に解決す

る生徒が育つであろう。 

 

（５）構想図 

 



４ 研究の内容と実際 

（１）「授業づくり」の取組と実際 

【令和 5 年度の取組】 

副主題として「考えを広げ、深める『対話活動』を位置づけた授業を通して」を設定した。

対話活動を通して新たな考えに気づき、より深まった自分の考えや意見を書くことができる

生徒の姿を期待し、以下の 3 点に取り組んだ。 

 

① 「まとめ（内容理解）」「振り返り（学びの変容）」を「めあて」につなぐ学習活動の充実 

「まとめ」は生徒が学習した内容を端的に表したもので、「振り返り」は本時（単元）の学

習に対する自己評価である。振り返りを通して、生徒が「分かったこと」「変容したこと」

「さらに考えたいこと」を自覚させることができる。これは、生徒の「達成感」「自己変容」

「追求心」を高めることにつながると考えた。また、教師が振り返りの記述から生徒の理

解状況を把握し、次の学習につなぐ授業づくりを行うことで、生徒の意欲向上につなげら

れると考えた。 

 

② 自他の意見を比較し、多様な意見が生まれる課題や場面の設定 

子どもたちが１つの意見や答えに終始するような課題や場面では活発な対話を行うこと

はできない。子どもたちの多様な意見が生まれやすい課題や場面を教師が選定し設定する

ことで、子どもたちの考え方やものの見方はより広がり、対話する中で、それまで気づか

なかったより効果的・具体的な意見を生み出すことができると考えた。 

 

③ 対話の 3 段階を意識した指導 

 対話活動を行うにあたって教師と生徒の両者が発達段階を見通し対話活動を実践してい

くことで、どのように自分たちが対話活動を行えばよいか、またどのようなスキルを身に

つければ意見が広がったり深まったりするのかを理解することが必要である。子どもたち

の対話活動をより活発なものにし、より深まった意見を生み出せるように、対話の３段階

をめざすことを意識した指導を行った【資料５】。 

【資料５】対話の３段階 



【令和 5 年度の課題】 

取り組みの結果、次の 3 点が課題として挙げられた。 

 

〇 「導入」で高まった生徒の「考えたい」「分かりたい」という意欲が「終末」まで持続し

ない。 

〇 教師が、「対話活動の工夫や学びの変容を自覚させるための工夫が不十分であった」と感

じている。 

〇 どの授業においても受け身の生徒が目立つ。 

 

このことから、対話活動そのものにのみ重点を置くのではなく、その前の課題設定から自分

の考えをつくり出す段階にも焦点をあてる必要があると考えた。 

 

【令和 6 年度の取り組み】 

2 年次は、対話活動を促進するための手立てとして、課題設定の段階において、次の①から③

に取り組んだ。 

 

① 表出Ⅰに向かう学習意欲を喚起する課題設定の工夫 

ア 単元を貫く課題の設定 

 

 単元（題材）の学習を通じて「何ができるようになるのか」「何を作り上げるか」を生

徒の言葉で表し、単元全体のゴールとした。 

 

イ ズレから生まれる課題の設定 

 

ⅰ）既習事項（既有知識）と事象との間にあるズレ 

ⅱ）生徒と生徒（教師）の間にあるズレ 

ⅲ）事象と事象のズレ 

ⅰ）からⅲ）のいずれかのズレに気付かせることで、生徒の中に疑問や思いを発生させ、

それをもとに課題を設定できるよう、教材（題材）との出合わせ方を工夫した。 

 

② 生徒の学習意欲を持続させるための表出Ⅰ・対話活動の工夫 

導入段階で高まった学習意欲を終末まで持続させるため、展開段階の「表出Ⅰ」では「ど

の生徒も自分の考えをもてるようにするための工夫」を、展開段階の「対話活動」では「ど

の生徒も対話活動に参加できるようにするための工夫」を明らかにして授業に臨むこととし

た。 

 

 

 



 

③ 研修体制の充実 

主題研修の主体を職員全員が集

まる研修から小集団による研修に

移行した。これにより限られた時間

の中でも互いの考えや大切にして

いることを十分に伝え合い、個の取

組を学校全体に広げること、授業研

修への意欲ややりがいが生まれる

ことを目指した。小集団研修は【資

料６】に示す形で進めた。 

また、時間割を調整し、同じ小集団グループの職員が週 1 回自由に集まれる時間を作成し 

た【資料７】。 

 

 

さらに、小集団研修では、特に課題設定の工夫に重点を置き、PDCA サイクルで運用する

ことで、研究効果を高めたいと考えた。小集団研修のイメージは【資料８】の通りである。 

【資料６】 小集団グループのイメージ 

 

【資料７】実際の時間割 

【資料８】小集団研修 PDCAサイクルのイメージ図 



【令和 6 年度の成果と課題】 

2 年次の成果と課題として、次のようなことが挙げられた。 

〇 表出Ⅰに向かうための学習意欲を喚起する課題設定の工夫 

導入時の「ズレ」を授業の「めあて」につなぐ実践に日常的に取り組むことができた。

どのような「ズレ」を提示すれば生徒の関心が高まり、どのような発問をすれば「めあ

て」につながるのかを、教科の枠を超えて議論することができた。しかし、導入で高ま

った生徒の意欲を終末まで持続させることには課題が残った。 

〇 生徒の学習意欲を持続させるための表出Ⅰ・対話活動の工夫 

自分の考えをもった上で対話活動に臨むことが、対話活動を活性化させるために必要

であるという認識のもと、自分の考えをもたせるためにどのような支援や手立てが必要

かについて考えることができた。しかし、対話活動が、単なる教え合いや説明の活動に

留まっている授業が多く見られた。 

〇 研修体制の充実 

   週 1 回の小集団研修を通して、同教科の専門的なアドバイスに加え、他教科からの生 

徒視点に立った素朴な疑問や助言を交流することで、「この授業で育成した資質・能力は 

何か」「生徒の思考に沿った授業とは何か」を深く考えて授業づくりを行うことができた。 

小集団グループの枠を超えて授業づくりについて交流する場面が若手を中心に増加した。 

 

【令和 7 年度の取り組み】 

最終年度は、「やってみたい」まで高めた意欲を、生徒に委ねて解決していくような授業を

目指し、以下のことに取り組むこととした。 

 

① 授業について 

ア 課題設定後に解決のヒントと評価基準を確認する。 

イ 学習過程の中に「選択」や「自己決定」の場面を設定する。 

 

② 小集団研修の研修内容の見直し 

課題設定後に解決のヒントと評価基準を確認し、見通しをもたせ、学習過程の中に「選

択」や「自己決定」の場面を設定することで、生徒に委ねる授業を目指した。 

そのため、前述した①ア、イと初年度・2 年次で積み上げてきた授業づくりとを整理し、

【資料９】に示す「令和 7 年度福島中学校授業構想シート」にまとめ、これを活用した小

集団研修の内容の見直しを行った。 

 



 【資料９】令和７年度 福島中学校授業構想シート 



【令和 7 年度の実際】 

① 授業について 

授業構想シート【資料９】に示す通り、本校が目指す授業は、具体的に次の 6 つの要素 

が「ある」授業である。 

ⅰ 解決したくなる課題設定が「ある」 

ⅱ 課題解決のヒントと評価基準が「ある」 

ⅲ 自分の考えをつくる場面が「ある」（表出Ⅰ） 

ⅳ 対話活動が「ある」 

ⅴ 対話活動をもとに自分の考えを振り返る場面が「ある」（表出Ⅱ） 

ⅵ ⅰ～ⅳのどこかに生徒が選択したり自己決定したりする場面が「ある」 

 

〔第 3 学年英語科「Program２ Good Night.Sleep Tight.」における実践〕 

本単元では、単元を貫く課題として「自分たちの睡眠の問題について調べ、ポスターを

使い、その解決策を提案しよう。」を設定し、以下に示す単元計画で授業を行った。 

 

ⅰ 解決したくなる課題設定が「ある」 

本単元の課題設定では、「生徒が学習内容を自分事として捉え、解決への意欲をもって 

主体的に取り組む」ことを最も重視した。 

 

・実態の把握と課題の明確化: 単元の導入として、生徒自身を対象とした睡眠に関する

実態調査（アンケート）を実施し、多くの生徒が睡眠に問題を抱えている現状を共有

した。これにより、「睡眠の問題」を自分たち自身の解決すべき課題として認識するこ

とができた。 

・学習活動と目標の関連付け: 「睡眠に関する課題を調べ、解決策を提案するポスターを

作成・発表する」という単元の最終目標を確認し、「自分たちの睡眠の問題」と関連付

けることで、単元全体を通じて課題解決への意欲と動機付けを継続させた。 

・本時における課題の具体化（目標とのギャップ設定）: 本時の導入では、JTE（睡眠問

題を抱える患者役）と ALT（解決策を提案するカウンセラー役）が流暢な英語でコミ

ュニケーションを図るモデル動画を提示した。生徒には、この「目標となる姿」と、既

に作成している自グループの動画との間にどのような表現力や論理構成の「ずれ（ギ

ャップ）」があるかを問いかけた。このギャップを設定することで、生徒は目指すべき

ゴールを明確に認識し、学習課題を内省的に捉えることができた。 

課題解決に向けた学習 

【全１２時間】 

①単元の導入および現在完了形の学習（４時間） 

②睡眠が生活に与える影響に関する記事を読み取る。（４時間） 

③睡眠の問題について調べ、その解決策を提案する動画を作成する。（４時間） 



ⅱ 課題解決のヒントと評価基準が「ある」 

生徒の主体的な学習を促進するため、課題解決のヒントと評価基準を確認した。 

課題解決のヒント: 対話活動前にチェックリスト【資料１０】を配布した。生徒はこれ 

を活用し、自グループの動画と照合することで、自分たちの改善すべき点を特定し、 

話し合いを行う具体的な見通しをもつことができた。 

評価基準の明示: 学習目標（めあて）と連動させ、評価基準【資料１１】を提示した。 

特に、最上位基準（A 評価）を「他のグループにわかりやすいと思ってもらえるか」 

と設定し、それを達成基準として説明した。4/4 時でクラスのベスト動画を決めるよ 

う伝えたことで、「わかりやすく伝えるためにどうすべきか」を考えることにつながっ 

た。これらの手立て、特に評価基準の事前共有は、生徒が自己調整のための「ものさ 

し」として機能し、最初の撮影（表出Ⅰ）後の改善活動において、具体的な視点に基づ 

いた効果的な話し合いへとつながった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料１１】生徒に示した評価基準 

【資料１０】対話活動前チェックリスト 



ⅲ 自分の考えをつくる場面が「ある」 

単元計画「③睡眠の問題について調べ、その解決策を提案する動画を作成する（4 時間）」

の 2/4 時で、各グループが動画撮影（撮影 1 回目）を行った。これが「表出Ⅰ」にあたる。 

 

ⅳ 対話活動が「ある」 

撮影動画（表出Ⅰ）後の改善活動では、生徒たちは事前に提示された 3 つの視点（「伝え方」

「説得力」「見せ方」）からなる Upgrade Checklist を基に、具体的な改善策について協議し

た。その際、生徒が自らの課題解決に向けて、次の二点を自己選択できるようにした。 

 

・改善内容（What）の選択: Checklist に基づき、「伝え方」「説得力」「見せ方」のどの点を重

点的に改善するか。 

・解決方法（How）の選択: 「伝え方」における発音の課題に対し、教師、仲間と話し合う、

デジタルツールを利用するの中からどの方法で解決を図るか。 

 

内容と方法の双方を生徒自身に委ねることで、主体的な課題解決能力と自己調整学習の促

進を目指した。また、話し合いが停滞した際は、教師による学習の焦点化を図る介入を行っ

た。例えば、難しい単語の使用が聞き手の理解を妨げる例を示し、「moderate exercise」を「not 

so hard exercise」など、より平易な言葉への言い換えを検討できないかと問いかけた。教師

が新たな視点を与える発問を投げかけることは、生徒が自分たちの表現を客観的に見つめ直

し、考えを深めるうえで有効な支援手段であった。 

 

ⅴ 対話活動をもとに自分の考えを振り返る場面が「ある」 

改善が済んだグループから、2 回目の動画撮影（表出Ⅱ）を行った。 

 

ⅵ ⅰ～ⅴのどこかに生徒が選択したり自己決定したりする場面が「ある」 

ⅳで述べたように、改善内容（What）と解決方法（How）を生徒自身に自己決定させた。 

 

② 小集団研修について 

この英語科の授業実践に向けた小集団研修のプロセス【別紙１】を以下に示す。 

ⅰ 授業づくりの会 

グループⅢ（英語科、音楽科、家庭科教諭による小集団）では、6 つの「ある」の要素を

組み込んだ授業構想シートを用い、他教科間で授業づくりの協議を行った。多様的な視点

から出された意見や具体的な質問は、より具体的な授業イメージにつながった。また、評

価基準「B：睡眠に関する問題の提示とその解決策が動画の中できちんと伝わるように話さ

れている」について、「生徒が具体的な取り組みの見通しをもつために、表現が抽象的では

ないか」という指摘があった。これを受け、授業者（提案者）は抽象的な表現である「きち

んと伝わる」を削除し、「周りの人からわかりやすいと評価される」と修正した。さらに「チ

ェックリストにはどのようなチェック項目を入れるか」という問いかけにより、チェック



リストを単なる確認事項の羅列に留めず、「伝え方」「説得力」「見せ方」の 3 段階において、

それぞれ具体的な改善方法を載せた指導ツールとして具体化させることができた。これに

より、生徒は迷うことなく学習を進められるようになった。 

 

その他、教材準備や時間配分に関する様々な意見が活発に交わされ、授業構想の質を高

めることができた。他教科の教員との協議は、専門性に埋没せず、指導の本質や生徒にと

っての分かりやすさを追求する上で極めて有効な機会である。 

 

ⅱ 公開授業 

参観者はフィードバックシート【資料１２】を記入し、授業の評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅲ 授業整理会 

フィードバックシートを基に授業の整理会を行った。今年度は授業改善シート【資料１３】

を準備し、授業者が Keep（うまくいったこと）、Problem（課題点）、Try（課題に対する解決

策・次年度への展望）の 3 点について振り返ることができるようにした。 

【資料１２】フィードバックシート 



この授業では、同グループの参観者から、Keep として導入の工夫や対話の必然性について、

Problem として思考を深めるための手立て等について意見が出された【資料１３】。また、

「Try」として、英語で聞いたり読んだりしたことを即興的に表す活動の設定や読む練習の強

化等が明らかになった。この取り組みにより、次なる授業改善への具体的な道筋を描くこと

が可能となった。 

 

ⅳ 改善（授業改善シートの活用） 

授業改善シートをもとに、その後の授業実践において次の 2 点の工夫を意図的に行った。

リーディング活動における英語での質問回数の増加: 例えば、Program5「The Story of 

Chocolate」のフェアトレードを扱う際、「Do you like chocolate?」「Have you ever seen this 

logo?」「What kind of fair trade products do you see at a supermarket?」など、英語で尋ね、

生徒が即興的に英語を返すような実践を行った。 

音読回数の増加と多様な読み物の提示: 音読の回数を増やしたり、教科書の内容以外の読

み物も提示したりするようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料１３】授業改善シート 



（２）「組織づくり」の取組 

【令和 5 年度・令和 6 年度の取組】 

初年度は、学力向上の取り組みが「学びづくり部会」からの提案のみに留まり、教師間

に意識の差が生じてしまった。そこで、2 年次は、困り感のある生徒に対し多角的にアプロ

ーチすることを目的として、４部会体制で教育活動を行うように組織を再編した【資料１

４】。また、組織の中に「部会長会」を新たに位置づけた。これにより、学力向上を目指し

て 4 部会がそれぞれの立場からアプローチを行うことができるようになり、部会同士のつ

ながりを意識できる体制づくりを行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、以下の実践を行った。 

① 4 部会の取組の見える化 

重点目標を資質・能力の視点で捉え直し、各部会が中心となって育成を目指す資質・

能力と具体的な生徒の姿を「重点目標達成にむけた 4 部会の取組」にまとめた。これに

より、各部会同士のつながりや重点目標とのつながりの可視化を図った。また、各部会

での具体的な取組を話し合い、「学力向上ロードマップ」に時系列で明示した。 

② 部会長会の活用 

令和 6 年度 3 月までに 4 回の部会長会を実施した。 

第 1 回部会長会（5 月）: 本会の目的（組織的・計画的な取組を実施していくための連

絡・調整・協議）と、各部会の取組について共通理解を図っ

た。 

 

第 2 回部会長会（8 月）: 5 月から 7 月までの各部会の取組の進捗状況を確認し、今後

各部会の中で「他部会に対する意見を集約すること」を確認

した。 

 

 

   【資料１４】校内組織図 



第 3 回部会長会（9 月）: 各部会から出された他部会への意見について協議を行い、今

後各部会の中で「部会に対して出された意見について検討し、

取組を見直したり、修正したりすること」を確認した。 

 

第 4 回部会長会（1 月）: 10 月から 12 月までの各部会の取組の進捗状況を確認した。 

 

【令和 6 年度の成果と課題】 

2 年次の成果と課題として、次の点が挙げられた。 

成果 

〇 校内組織を整理し、部会長会を位置付けたことにより、学力向上に向けた 4 部会の 

役割が明確なり、目指す資質・能力に向けた取組が、生徒会活動・学校行事・学級経営 

の中でも見られ始めた。 

〇 部会長会や各部会、校内研修を通して、好事例が共有され、若年教員の学級経営に

も生かされるようになった。また、部会長会を通して若年教員が活躍できる場が増え、

若手育成にもつながった。 

課題 

〇  4 部会の取組が学力向上にどのように向かっているのかが、職員全体で意識されに

くい面があった。 

 

【令和 7 年度の取り組み】 

最終年度は、2 年次の取り組みを継続しつつ、さらに充実させていくこととした。 

まず、「重点目標達成にむけた

4 部会の取組」【別紙２】と「学力

向上ロードマップ」【別紙３】を

各部会で作成した。さらに、最終

年度（令和 7 年度）は、部会長会

と部会のつながりを意識した 4

部会の運営を行うこととした。 

【資料１５】に本年度の第 1 回   

部会長会とその後の部会、そして  

第 2 回部会長会の流れを示した。 

前年度までは、各部会の成果や課 

題が部会長会のみで協議され、ト 

ップダウンで示されることが多 

かったのに対し、部会長会と部会 

のつながりを意識した運営を行   

うことで、部会に参加する教職員 

が感じる成果や課題が、より具体   

【資料１５】第１回部会長会からの流れ 



的な生徒の姿で協議されるようになった。また、実践が共有され、学年や学級を超えて好事 

例が広がり、若年層の部会での発言が増え、学校運営に対する参画意識が高まった。 

 

さらに、その後の職員研修の際、本校の学力観について再度共通理解を図り、4 部会が目指

す生徒の姿が学力向上にどのように関わっているのか関連付けた。4 部会の部会長からも、

前期を終えて、各部会が目指す生徒像がどのような場面で、どのような姿として表れていた

のか具体的に紹介してもらった。これにより、それぞれの実践を価値付けることができ、各

部会の取組が本校が目指す学力の向上につながっていることを全教職員で確認できた。 

 

（３）学力向上の拠点としての近隣小・中学校との研修推進 

① 福島中学校区小中一貫教育の推進 

八女市では平成    

27 年度から、校区   

ごとの小中一貫教 

育を推進する組織 

として「福島中学 

校区小中一貫教育 

全体研修会」があ 

る【資料１６】。こ 

の組織を活かし、 

教科ごとに児童生 

徒の実態から「指 

導内容の重点」「学び方  

の重点」「書くことの重点」を話し合い、「学びの系統表」【別紙４】を作成、付加・修正

し、それぞれの授業づくりに活用している。また、9 年間で身につける学習のきまり「ス

タディ７」【別紙５】を作成し、児童生徒の実態把握や「スタディ７」を基盤とした学級

づくりの取組に活用した。 

さらに、毎年夏休みに小中合同での授業検討会、9 月に授業公開を行っている。小中合

同での授業検討会では、「小学校では、こういう取組をして、めあてを自分で書かせるよ

うにしている。」「小学校ではここまで学習しているから、その振り返りを導入にもって

きたらどうか。」等、様々な意見交流ができており、今後も継続していく。 

 

② 学力向上推進拠点校会議の設置 

2 年次より、八女市教育委員会の指導のもと、近隣中学校（八女市内の同規模校）が本

校の小集団の研究授業を参観する機会を設定し、研究内容（授業づくり・組織づくり）

について共有し、自校の取組に生かすことができる体制を構築した。これが学力向上拠

点校会議である。年間計画は、【資料１７】の通りである。 

   【資料１６】福島中学校区小中一貫教育組織

図 



 

 

また、通年の取組として、近隣の中学校職員に福島中の小集団研修における公開授業を参観

できるようにした。参観の流れは、【資料１８】に示すとおりである。公開授業に関する情報は、

学習支援ソフトにあげ、各学校で即時確認できるようにした。 

2 年次の成果と課題として、次の 2 点       

を挙げる。 

 

成果 

〇  学力向上推進拠点校会議を通し   

て、近隣中学校との研修を推進す     

ることができた。特に、一人配置 

の教科に関しては、同教科の授業 

を見る良い機会となり、互いの授 

業づくりに対して意見交流する 

時間にもなった。 

 

課題  

〇 授業参観と移動時間を含める 

と時間が余計にかかってしまい、参    

観者が限られてしまった。 

  

時期 研修名 参加者 内容 

６ 

月 

 

第１回学力

向上推進拠

点校会議 

本校校長、教頭、主幹教諭、研究主任 

南中、西中、黒木中の校長 

南中、西中、黒木中の学力向上 CO 等 

南筑後教育事務所担当指導主事 

八女市教育指導課指導主事 

近隣中学校が本校の校内研修

の研究授業を参観したり授業

協議会に参加したりすること

について協議する。 

通 

年 

福島中小集

団研修 

南中、西中、黒木中の希望者 本校小集団研修に希望者が参

観する。 

１ 

２ 

月 

頃 

第２回学力

向上推進拠

点校会議 

本校校長、教頭、主幹教諭、研究主任 

南中、西中、黒木中の学力向上 CO 等 

南筑後教育事務所担当指導主事 

八女市教育指導課指導主事 

本年度の「近隣中学校との研修

推進」の成果と課題について協

議する。 

【資料１７】学力向上推進拠点校会議の年間計画 

【資料１８】小集団研修授業参観の流れ 



そこで、最終年度は、参観者を近隣の中学校職員から八女市内の中学校職員に広げ、参観方

法も本校で実際に参観する方法とオンライン配信を参観する方法のどちらかを選択できるよう

にした【資料１９】。本年度、10 月までに 3 回の小集団研修授業参観が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ICT を活用した広報手段の開発 

初年度（令和 5 年度）より、研究内容や方法、成果等を情報発信するための ICT 活用とし

て、学校ホームページを効果的に活用し、意図的・計画的に情報を発信した【資料２０】。ま

た、2 年次（令和 6 年度）からは、（3）②で述べた会議メンバーへも学習支援ソフトを通じ

て、研究の進捗状況や成果物の発信を行った。（詳細は 2 次元コードより） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料１９】小集団研修授業参観の様子 

【資料２０】本校ホームページ画面 



５ 考察 

（１）全体考察 

① 各種学力調査の結果から 

令和 7 年度第 3 学年生徒の、令和 5 年度 4 月（入学当初）から令和 7 年度 10 月までの

業者テストによる学習定着度診断の推移を見ると、3 年間で国語は５．０ポイント、英語は

3.7 ポイント向上している【資料２１】。また、数学においては、このテストで標準化得点

の著しい伸びは見られないものの、令和 5 年度福岡県学力調査（第 1 学年 6 月）と令和 7

年度全国学力・学習状況調査（第 3 学年 4 月）を比較すると、記述式（解答形式）の正答

率が 1.3 ポイント向上している。 

 

令和 7 年度第 3 学年生徒の令   

和 5、6 年度福岡県学力調査から 

令和 6 年度全国学力・学習調査の 

四分位層の推移をみると、国語科 

における CD 層の割合は、令和 5 

年度から令和 6 年度にかけては 

増加したものの、令和 7 年度にか 

けては減少している。数学科におい 

ては、令和 5 年度から令和 7 年度にかけてほぼ横ばいとなった。なお、福岡県平均との CD 

層の割合の比較では、いずれも本校の割合が高い結果となっている【資料２２】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

また、令和 7 年度全国学力・学習調査の調査質問紙において、以下の項目で肯定的な回 

答が高くなっている。「友達関係に満足していますか」：94.6％（県と比較して 2.8 ポイント

上回る）「あなたの学級では、学級生活をよりよくするために話し合い、互いの意見のよさ

【資料２１】R5から R7における標化得点の推移 

 

 

 【資料２２】同一集団の四分位層の推移及び福岡県との比較 

 

 



を生かして解決方法を決めていますか」：87.6％（県と比較して 3.7 ポイント上回る） 

一方で、「自分には、よいところはあると思いますか」（自己肯定感）に肯定的に回答し 

たのは 73.7％で、県と比較して 12.9 ポイント下回る結果となった。 

 

② 各種アンケートの結果から 

ア 学力向上推進拠点校指定事業参加者授業評価アンケート（R5 年 6 月→R7年 6 月比較） 

11 項目中 10 項目において伸びが見  

られた。重点項目であった、項目①「や 

ってみたい、解決したいと興味・関心 

がわいている」は、0.21 ポイント、項 

目③「課題に粘り強く取り組み、自己 

調整しながら自力解決するための工 

夫がなされている」は、0.34 ポイント、   

項目④「生徒同士が相互に関わり合 

い、考えを広げ深めるための工夫がな 

されている」は、0.28 ポイント伸びて   

いる。また、項目⑥「生徒自身に学 

びの変容を自覚させるための工夫」 

は、0・54 ポイントと特に伸びている 

【資料２３】。 

 

イ 学校評価アンケート（R5 年度前期→R7年度前期比較） 

項目②「課題に対して興味・関心をもたせ、進んで課題に取り組むように指導してい 

る」は 0.37 ポイント、項目⑤「対話活動を意識した指導をしている」は 0.17 ポイント向 

上している。 

 

ウ ４部会の取組指標 

令和６年度７月に４部会の重 

点取組に対する取組指標につい   

てまとめたものである【資料２ 

４】。４部会の重点取組に対する 

取組指標は R6 年度と比較して 

も、３部会で向上している。 

 

 

 【資料２３】R5年度とR7年度学力向上推進拠点校指定校 

事業参観者チェックリスト比較 

 

 

【資料２４】４部会の取組指標（４段評価） 

 



エ 生徒アンケート（R5 年度→R7年度前期比較） 

項目①「授業で、新しく分かったこと、新しくできるようになったことがある」は、 

0.1 ポイント、項目②「授業で、友達の意見を参考にして、自分の考えがさらに深まった

ことがある」は、0.1 ポイント、項目③「授業では、学習した内容（知識）を使って、自

分の考えを書こうとしている」は、0.13 ポイント、項目④「授業では、まとめや振り返

りを自分で書こうとしている」は、0.26 ポイント向上している。授業づくりにかかわる

項目に伸びが見られることが分かる。 

 

これらの結果から、本研究で目指す「問題を協働的に解決する（問題発見・解決能力）」や

「自分の考えを再構成する（言語能力）」といった資質・能力の育成に向かって、授業改善が

組織的に進んだと言える。各種テストの結果においても、言葉を使って理解・表現する国語

科や英語科で伸びが見られたことは、生徒が論理的に思考し、表現する力を身につけた結果

であると考えることができる。その結果、他教科の言語能力全体の底上げがされたと推察す

る。一方で、本校の課題であった学力の基盤である自己肯定感については、大きな伸びが見

られなかった。しかし、自己肯定感は経験を積み重ねてじわじわと育つものである。今後も

本取り組みを継続していくことで、ゆっくりと根付くものと期待する。 

 

（２）研究の成果と今後の課題 

  成果 

  〇 単元を貫く課題や導入時の「ズレ」を「めあて」につなぐ実践を通して、生徒が自分事 

として課題に向き合える授業づくりが日常的になされた。 

〇 自分の考えをもった状態で対話の場を作り、自分が決めたゴールに向かって、誰と何の 

ために対話をするのかを「選択」させたことで、導入段階で高まった関心・意欲を維持し 

たまま、「前のめり」が続く授業が構築できるようになった。 

〇 「前のめり」を合言葉に、週 1 回の小集団研修を通して、組織的な授業改善を図ること

ができた。他教科からの生徒視点に立った素朴な疑問や助言を交流することで、「生徒の思

考に沿った授業とはどういうものか」を深く議論できた。若年教員にとっては、授業づく

りについて相談できる有意義な時間となり、ベテラン教員にとっても、今までの授業スタ

イルを見直す刺激多き時間となった。 

〇 校内組織を整理し、部会長会を位置付けたことにより、学力向上に向けた 4 部会の役割

が明確になり、目指す資質・能力に向けた取組が、生徒会活動・学校行事・学級経営の中

でも活発に行われるようになった。重点目標実現に向かって目的を共有し、教職員がそれ

に共感し、実践が共有・価値づけされたこと、また、役割と責任が明確化されたことが、

組織的な学力向上への取り組みに効果的に働いた。 

課題 

〇 「自分はできる」「やってみよう」といった学力の基盤となる非認知能力や土台となる安

心して学べる環境づくりを、授業改善・生徒理解・組織体制の３つで推進していく。 

 


